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令和５年９月２７日、政府は年収が一定額に達すると社会保険料が発生して手取りが減る「年収の壁」の対応

策として、『年収の壁・支援強化パッケージ』を公表しました。 

この支援強化パッケージが大々的に広く国民に広報されていることから、なかには「社会保険に加入すること

となるのと引き換えに、自分が負担することとなる保険料分は会社が負担してくれることになる」、「助成金の 50

万円はパートタイマーである自分自身に支給されるものである」などの誤解も生じることが想定されます。 

 

現時点での正しい情報をお伝えすることを目的として、臨時ニュースレターを配信致しますので、今後の皆様

の情報整理、人事方針にお役立てください。本件についての具体的な対策にかかるご相談はお気軽に担当者まで

お寄せ頂ければ幸いです。 
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１．はじめに 

 『年収の壁・支援強化パッケージ』とは、 

（１）１０６万円の壁への対応 

①キャリアアップ助成金のコースの新設  

②社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外 

（２）１３０万円の壁への対応 

③事業主の証明による被扶養者認定の円滑化  

（３）配偶者手当への対応 

④企業の配偶者手当の見直し促進  

の３つの施策を進め、年収の壁を意識せずに働くことのできる環境づくりを後押しするとことを主旨として策

定されたものです。（１）（２）は、従業員規模に応じて、施策として採用できるか否か異なりますので、注意が

必要です。 

 

２．（１）１０６万円の壁への対応 について 

この施策は、特定適用事業所※１の企業様向けです。 

※１特定事業所とは、以下の従業員規模（厚生年金保険の被保険者数）を満たす企業をいいます。 
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対象となる企業が、以下①～③を実施することにより、対象者一人当たり最大 50 万円の助成金を受給が可

能となります。 

① 短時間勤務のパートタイマー等の所定労働時間を長くする取組みをすること 

② 短時間勤務のパートタイマー等の時給を引き上げる取組みをすること 

③ 短時間勤務のパートタイマーに社会保険加入促進手当等の新たな手当を支給すること 

 ③を選択した場合は、当該手当は社会保険料の算定基礎から除外する取扱いとすることができる一方、対

応事務の負担が増すことのほか、すでに適用対象となっているパートタイマーも包括して支給対象とするべき

かどうかを決定するなどの綿密な検討が必要となります。 

 この助成を受けるために社内施策を決定するという順番ではなく、先に企業としての人事方針を定め、そ

の上で必要であればパートタイマー等に①～③を実施することを決定し、結果として助成対象となるならば、

積極的に助成事業を活用されたいと存じます。助成金は省令改正が必要で、そのためには労働政策審議会を通

すことになります。今後具体的な情報が順次発表されることが予定されています。 
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３．（２）１３０万円の壁への対応 について 

この施策は、特定適用事業所※１ではない企業様向けです。 

年収１３０万円を超えるパートタイマー等について、事業主の証明を付すことで２年間、扶養の身分に留ま

ることができるものとされました。 

扶養認定においては、過去の課税証明書、給与明細書、雇用契約書等を確認しているところ、パートタイマ

ー等について、一時的に年収が１３０万円以上となる場合には、これらに加えて、人手不足による労働時間延

長等に伴う一時的な収入変動である旨の事業主の証明を添付することで、迅速な扶養認定を可能とするもので

す。 

パートタイマーが扶養の範囲を超えないようにシフト調整をする時期が到来しています。本施策を活用され

たい企業様は、パートタイマー等に、「当社は人手不足のため、みなさんの年収が１３０万円を超過した場合で

あっても、扶養から外れないようになります」と周知し、年末の繁忙期を乗り越えることができます。 

※文中にいう「扶養」とは、健康保険・厚生年金保険の被扶養者を指します。 

 

 

４．（３）配偶者手当への対応 

この施策は従業員規模を問いません（配偶者手当見直しの必要性等が示されます）。 

令和６年春の賃金見直しに向けた労使の話し合いの中で配偶者手当の見直しも議論されるよう、以下の対応

を実施される予定です。 

① 中小企業においても配偶者手当の見直しが進むよう、見直しの手順をフローチャートで示す等わかりやす

い資料を作成・公表する。 

② 配偶者手当が就業調整の一因となっていること、配偶者手当を支給している企業が減少の傾向にあること

等を各地域で開催するセミナーで説明するとともに、中小企業団体等を通じて周知する。 

（参考）見直しの具体例:配偶者手当を廃止又は縮小し、基本給や子どもへの手当を増額 
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【出典】 

厚生労働省「年収の壁・支援強化パッケージについて」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/taiou_001_00002.html 

日本年金機構「被保険者数が 51人いようの企業等の事業主のみなさまへ」 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2021/0219.html#cms04 

 

ご高覧頂き、誠にありがとうございます。 

 

 社会保険労務士法人 中部経営労務センター 

 労働保険事務組合 中部労働保険協会    
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